
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 摩在宅支援センター円

1 事業の成果
多摩地域を中心に、障害者の福祉サービス及び住宅サービス等を行い、住み慣れた地域で利用者の

ニーズに応える多様な生活を支援することを目的としている。特に人王子市・立川市周辺地区を中心と
した精神障害者のニーズに合わせた通所及び住宅サービス (退院後の受け入れ)のサービスの質及び量
の拡大を図っている。地域の医療機関・福祉関係・行政機関と連携し、厚みのある支援を行った。また、
ひきこもりやサービスに繋がりにくい方々へ行き届くように、送迎を行い生活訓練事業・生活介護事業
を行いサービスの充実を図つている。また、2019年度より仕事に就いている障害者の自立に向けた支
援のためのグループホームの運営を行っている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【183542】 千円)
疋級 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

党盃
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく障害福祉
サービス

① グループホーム管理
運営
②雀瞥
―プホーム
冨
理

③雀警
―プホーム管理

4月

①国立市富士見

イゴ1-25-21

②八王子市欄田

田T520-1

③人王子市子安

田丁3-27-11

① 8人

②8人

③2人

① 障害

者

②障害者

③障害者

① 14人
② 19人
③ 6人

(1::)50792
(2) 55292
③  17657

① 自立生活援助事業
② 自立生活援助事業 4月

①国立市富士見

ギゴ1-25-21

②八王子市桐田

田T520-1

① 4人

② 6人

① 障害

者

② 障害

者

① 7人
② 5人

(1:)1151
(Dl164

ショー トステイ事業 4月
国立市富士見台

1-25-21
8人 障害者

不特定多
数

6356

生活訓練事業 4月
立川市錦町 3-5-

22-602
8人 障害者 19人 17715

生活介護 4月
立川市錦町 3-5-

22-602
8人 障害者 15人 10425



障害者の生活
援助事業

居宅生活安定化自立支援
事業

4月
人王子市 日

吉町 13-35
5人

関係機関

職員 。高

齢者・障

害者 。一

般市民

92人 16357

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
載記
た
名

に
れ
業

訳
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13ケ (法第28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (その他事業がない場合)

117,000
0

5,000

2.105,130

:ヽ.227,120

2,316,302

16.352,710

34,7'4.570

立支援事業収入

人
ステイ事業収 入

1,083
3,000

1,111,600

1,184,500

受取配当金

住宅支援収入

93.001,333
81.000

13.361,670
1.360,000
2,809,571

臨時雇賃金

法定福利費

58.200
59,903

1,059.619
811,757

1,589.047
2,985,931

1.429.382
45,717.840
3,132,470

278,156
298.000

27.000
767.37(,

:37,800

5,053.441

10,000

運賃
修精費
接待交際費
水道 )C熱費
地代家賃

1澤 11「利

減価償却費
利用者交通費
保険料

諸会費
課公
費
税
修
租

研

食材費
支払手数料

旅費交通

「車両費
通信運搬費
消耗品費

リース料

行事費

.:.192.412給料手当
法定福利費
福利厚生費

業務委託費
会議費
諸謝令

旅費交通費
通信速搬費
:肖耗品費
運賃
広告宣伝古

接待交脇(費

減価償」」l昔

諸会賢
リース料
租税公課

講師料

360,000
99,501

157.902
293,352

167,290
212,624
53,000
117,370

1,617,918



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表

特定非営利活動法人 多摩在宅支援センター円
1単位 :円 |

令   輛 小 計 ・ 合 計

【
`

現金預金
未収金
立替金

仮払金

97,268,321

21,788,635
9,769
0

119.066.721
2

固

(1)有形固定資産
建物
建物付属設備
工具器具備品

1,929,429
1,174,281

808,996
3,912,706

(2)無形固定資産

0

(3)投資その他の資産
出資金
保証金
敷金
長期前払費用

100,000
85,000
5,190,800
160,700

5.536.500
9_449_1

【A】 資 産 合 計 ①十② 128,515,931

1

2

】 負

未払費用

預り金

預 り保証金

預 り保険料

預り食事代

米払法人税等
未払消費税等

5,071,287
70,912

3,972,360
350,392
21,644
342,300
388.500

10.217.395

10,217.395
B-2 正

止 118,805,004
-506.468

118.298.51

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 128,515,931

|=|



令和4年度  計算書類の注記

蛛 常 」L営瓢 任 勧 準 人 多睦在字支榜センター円

2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
事 業 報 告 用重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20ロ
会計基準協議会)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当ありません

(21固定資産の減価償却の方渉
冶形固定資産 :定率法 くただし、1998年 4月 1日 以降に取得
並びに2016年 4月 1日 以降に取得した建物附属設備は定額法)

無形固定資産 :定額法を採用しております。

(り

'り
1当金の計 L基準
該当ありません

(4,施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ありません

(5〕 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

した建物 (附属設備を除く)
を採用しております。

ll日

16,352,7 56,456,747
200.

16,414,

150,

58,300,

977,

17,657.858
162_ 128

1,827,970
183,542,458
2_971.100 2.643_683

147,000

5,000

577,460

23,234,613

3,651,774

420,800
685,835

13,188,994

％
∞

１３

”

ll,729,491 6,999,543

784,023

69_231

2.492,412

37R,430

95,496,7457.223,328

910,463

155,200

159,080
35.051

13.752.686 7_903.875 111_081.988

159,404

20,000
1,125,611
814,757
1,746,949
3,279,283
3,590
257,510
150,535

964,861
80,000
879,854
37,800
1,042,923
6,671,359
40,000
, 0,9 ,11

２４

４２

７１

２４

２７

３‐

８２

４６

3,188,040

233,818
89,005

116,874
178,129

12,969

72,000
1,990,000

462,230
52,371

140,9R4

190 0,3

4,368

l,516,000

41,590

29, 158

30,081

34,472

134,486
506,714

4,970

690,064
18,488,800

600,930
1,754

315,136

158,486
3,000
1,900

7,800

l,1ヽ i3,665

10,000
R7A 790

9,900

26,377

592,090
100,012
580,986

931,449
550

1,8:ヽ 5,878

10,000
99, 63

５０

３６

励

８８

３８

　

６９

62,733
187,060
181,116
563,203

1,650

75,268

9,161
20S,235
2,705,253

634,788
58,291
194,000

232,355
262,051

18,000

20,000
849,040

463,92()

5,000
305_425

3,9a)

6,451

317,065
145,730
523.556

75.267
7,161

:85,498
2,369,680

621,852

55,619
24,000

61,595

234,178
271.853

193,883
721,87:ヽ

5,000
1■1 0,0

134,446
87,143

126,855
282,880

21,22:

5,169,600

119,790
79,741

80,000

-6,170

3,000

577,121

10,000
3,2_800

2,750

150,

73,

I,429,

45,717,

3,132,

278,

298,

609,

469,

964,

27,

767,

37,

1,042,

5,053,

40,

1,617,

360,

441

81

53,

112,

20,

212,

1,059,619
811,757
1,589,047

2,985,931

7_876_155

-159 196

1 糧 TII又 盃
1 受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益
経常収益計
■ 経常費用
(1)人件費
給料手当
臨時雇賃金
法定福利費
中退金
通勤交通費
福利厚生費
人件費計
、2,その他経費
業務委託費
新聞図書費
印刷製本費

旅費交通費
車両費
通信運搬費
消耗品費
運賃
広告宣伝費
修繕費
接待交際費
水道光熱費
地代家賃
リース料
行事費
講師料
減価償却費
利用者交通費
保険料

支払手数料
支払寄付金
雑費
その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

費

金
義
謝

会

諸

諸会費
課公
費
税
修
租
研
食材費



施設の提供等の物的サービスの受人の内訳
該当ありません。

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)it以 ドの通りです。

5. 固定資産の増減内訳

借入金の増減内訳
該当ありません。

役員及びその近親者との取引の内容
該当ありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
記載すべき事項はありません。

177,970 177,970

合 言|

尚友供楽部

177 070 177 970

0

0

377,146

■

∞

“

　

∝ C

1,929,429
1,174,281
808,996

(有形固定資産)
建   物
建物附属設備
工共器共備品
(無形固定資産)
ソフトウェア

合計 11.259.926 377.146 11.637.07 3.912.706



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 4年 度 財産 日録
円

国民健康保険連合会 (グループホーム事業収入 2・ 3月 分)
人T子市 (グルーフホーム事業収入2・ 3月 分)
八王子市役所 (委託事業報酬 )
国立市 (グルーフホーム事業収入 2・ 3月 分)
‖野市 (グルーフホーム事業収入2・ 3月 分)
立川市 (グループホーム事業収入 2・ 3月 分)
東村山市 (グ ルーフホーム事業収入 2・ 3月 分)
世田谷区 (グループホーム事業収入 2・ 3月 分)
国分寺市 (グルーフホーム事業収入 2・ 3月 分)
日 ′ヽ市 (シ ョー トステイ事業収入 3月 分)
口l口 ||,(グ ループホーム事業収入 2・ 3月 分)

その他未収金

その他流動資産

金庫
金庫
全申本l占
金庫本店
金庫本店
金庫立川|

木収金

長 lil払費用

金庫立川南口支店

人木町支店
本り占

内装木工事
建物付属設備
トイ レ改修他

上具器具備品
ノ` ソコン他

川
用
用
用
川
用
台
川

信
信
信
信
信
信
見
信

摩
摩
摩
摩
摩
武
十
武

多
多
多
多
多
西
富
西

金
金
金
金
金
金
金
金

詮
金
躙
轟
馴
馴
馴
闘
酬
師

銅
舅
普
普
普
普
普
普
郵
定

現

l‖口支店

1,212,865
14,314,846
11,627,176
16,371,796
17,205,146
4,643,578
12,232,264
3,151,339
16,009,011

11,574,318

364.192
301,497
:,12,294

291.205
251,800
224,498

815,439

9,769

1,929,429

1.174,281

80R,996

3,912,706

5,536,500

【A】 資 産 合 計 ①+② 123.515,931

預

預

顔

税収
　
険

徴
税

保

ヽ
４
泉

民
用

ヽ
こ

喝
源
住
雇
召

顔
　
　
　

仮

未払法人税等
未払‖

:1費
税等

金
料
代

証
険
事

保
保
食

木払費用
社会保険料
備円グルーフ
その他

10.217.:,95

10.217,395【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 118,298.536



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 年間役員名簿 J泄驚鷹虐ぢF粉維騒lξttξ琳編f∬認繁喬所並
特定非営利活動法人 宅支援センター円

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 〇・監理
テラタ
゛
  エツコ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年   月   日寺田 悦子

2 (3)監事
オオシロ フサヨ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年 月 日大城 英代

3 (D卜
監事 シ

゛
ン マチ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年神 マチ

4 き 監
タナカ  アヤト 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日田中 文人

5 C・監事
ウエマツ  カス

゛
ミツ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年植松 和光

6 ① 監事

ソエタ
゛
  マサヒロ 令和4年 4月  1日

令和5年  3月  31日

年  月  日

年  月  日添田 雅宏

7 〇・監事
ハラコ  ヒテ
゛
キ 令和4年  4月  1日

令和5年 3月  31日

年   月   日

年 月 日原子 英樹

8
燿暮義。監事

∪

ナカシ
゛
マ  ヤスコ 令和4年  4月  1日

令和5年 3月  31日

年   月   日

年  月  日中嶋 康子

9 o・監事
ヒフハ
゛
ヤシ  ヨ゙ウ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日平林 岡1

10 (〕卜監事
サノ  スミコ 令和4年  4月  1日

令和5年 3月  31日

年  月  日

年  月  日佐野 澄子



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 G 監事
フシ
゛
タ  ヒテ
゛
チカ 令和4年 4月  1日

令和5年  3月  31日

年  月  日

年  月  日藤田 英親

2 o・
監事ウエノ  ミチコ 令和4年 4月  1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日上野 美智子

3
理事轟罫睾
V

ワタ
゛
  ミツル 令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年 月

月

日

日年和田 満

4
⌒

理事 【監事
▼

ノシ
゛
  カス
゛
ユキ

令和4年 4月  1日

令和5年 3月  31日

年   月 日

日年 月野路 和之

5 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

6 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

7 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年   月   日

年 月 日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人  多摩在宅支援センター円

氏   名

1
寺田 悦子

2 大城 英代

3 神  マチ

4 藤田 英親

5 添田 雅宏

6 平林 剛

7 中嶋 康子

B 田中 文人

9 植松 和光

10
佐野 澄子

11
上野 美智子

12 原子 英樹


